TBS NEWS23　2007.8.10
「駆けつけ警護」認めるべきで一致
　集団的自衛権に関する政府の有識者会合はＰＫＯ＝国連平和維持活動を行う自衛隊に対して、憲法上できないとしてきた「駆けつけ警護」を認めるべきだ、という意見で一致しました。
　ＰＫＯ活動の際の武器使用は、正当防衛や緊急避難などの場合に限られていますが、１０日の会議では国連の集団安全保障の問題としてとらえるべきだとする意見で一致しました。
　その上で、正当防衛を超えるとして憲法違反とされるいわゆる「駆けつけ警護」は認めるべきだとする意見が相次ぎました。これは、味方である他国の軍隊が攻撃された場合、駆けつけて応戦するものです。
　こうした事例について、イラクに派遣された陸上自衛隊の指揮官だった佐藤正久氏は、当時現場では、事実上の「駆けつけ警護」を行う考えだったことをＪＮＮの取材に対して明かしました。
「自衛隊とオランダ軍が近くの地域で活動していたら、何らかの対応をやらなかったら、自衛隊に対する批判というものは、ものすごく出ると思います」（元イラク先遣隊長　佐藤正久・参院議員）　
　佐藤氏は、もしオランダ軍が攻撃を受ければ、「情報収集の名目で現場に駆けつけ、あえて巻き込まれる」という状況を作り出すことで、憲法に違反しない形で警護するつもりだったといいます。
　「巻き込まれない限りは正当防衛・緊急避難の状況は作れませんから。目の前で苦しんでいる仲間がいる。普通に考えて手をさしのべるべきだという時は（警護に）行ったと思うんですけどね。その代わり、日本の法律で裁かれるのであれば喜んで裁かれてやろうと」（元イラク先遣隊長　佐藤正久・参院議員）
　懇談会は１１月までに集団的自衛権の行使を容認する提言をとりまとめると見られます。しかし、公明党が反対している上、参院選の惨敗で安倍総理の求心力が低下しており、報告書は棚上げせざるを得ないという見方が強まっています。
東京新聞　こちら特報部　2007.8.17

「文民統制無視」

「ヒゲの隊長」に公開質問状

　「ヒゲの隊長」こと、先の選挙で初当選した佐藤正久参院議員。この佐藤氏がテレビ番組で「駆けつけ警備」を肯定したとして、弁護士たちが十六日、「発言内容は憲法に反し、シビリアンコントロール（文民統制）を無視している」と公開質問状を送りつけた。

　質問状を送付したのは、杉浦ひとみ弁護士らNHK従軍慰安婦番組改変問題にかかわってきた「報道・表現の危機を考える弁護士の会」の有志。四十四人の弁護士が賛同し、今月末までの回答を求めている。

　発言は今月十日のTBS系（JNN）ニュースで流された。柱は集団的自衛権を検討する首相の私的諮問機関「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」（柳井俊二座長）が「駆けつけ警備」を認める方向で一致したという内容。この「警備」は自衛隊とともに活動している他国軍が攻撃された際に駆けつけ応戦する行動で、現在は違憲だとして認められていない。

“友軍”攻撃されたら「駆けつけ警備」

　この報道の中で、佐藤氏はイラク復興業務支援隊の初代隊長当時、「（自衛隊を警護していたオランダ軍が攻撃を受ければ）情報収集の名目で現場に駆けつけ、あえて巻き込まれる」意思があったと述べた。

　さらに「巻き込まれない限りは（武器使用が可能な）正当防衛、緊急避難の状況はつくれない」「普通に考えて手を差し伸べるべきだという時は（警護に）行ったと思う」と説明。「（その結果）日本の法律で裁かれるのであれば喜んで裁かれてやろうと（思った）」と話した。

　質問状の中で、弁護士らはこの発言を「実質的に正当防衛、緊急避難の要件を満たせず、自衛隊法、憲法九条をないがしろにし、国会での派遣決定を超えた行動であり、文民統制をも無視する」内容だと批判。発言の真意と、国会議員として法を順守する意思の有無を問いただしている。

　同時に安倍首相にも佐藤氏に議員辞職を勧告するよう要望書を、小泉前首相には「巻き込まれる」行動を命じたか否か、をただす公開質問状を送付した。

弁護士ら「柳条湖事件を想起させる」

　十六日の会見で、弁護士らは「この文民統制無視の姿勢は日中戦争の発端となった旧日本軍の謀略、柳条湖（南満州鉄道爆破）事件を想起させる」と危機感を訴えた。ちなみに事件を立案した石原莞爾関東軍参謀（当時）は「謀略により機会を作製し、軍部主導となり国家を強引する」という文言で知られている。

「現場の実相を伝えたかった」

　一方、佐藤氏は今回の発言について「現場の実相を伝えたかった。議員になったのも現場と法とのギャップがあるなら、議論し、直すべき点は直すべきだと考えたから」と説明する。

　「オランダ軍には自衛隊の連絡官もいた。オランダ軍だけで攻撃に対応できないとき、人道的な観点から放置できないこともあり得た」と振り返る。「発言はあくまで過去の現場での思い。選挙中も話した。法を無視する意図はない」

　今回の発言は〝非戦闘地域″というイラク特措法の前提が成り立たないことを暴露したともいえるが、軍事評論家の前田哲男氏は有事法制研究の契機となった一九七八年の「来栖発言」を思い出したと語る。

　「来栖弘臣氏（当時は統幕議長）はソ連の奇襲攻撃があって、首相の防衛出動が間に合わないときは自衛隊は超法規的措置をとらざるを得ないと発言。直後に文民統制に反すると更迭された。これは未来の仮定を想定したが、現在形の佐藤発言はさらにきわどい」

　現在の「懇談会」の議論が国連の平和維持活動（PKO）と米軍との集団的自衛権を混同している問題点を指摘しつつ、「そもそも個別的自衛権重刷提にした自衛隊を海外派遣すること自体、無理だ」と語る。

　「現地情勢と国内法とのギャップに現場の指揮官は苦悩せざるを得ない。個別かつ具体的に限界を定めておかなければ、現地の隊長が拡大解釈する恐れは常に付きまとう」
毎日新聞　2007年8月17日　東京朝刊
佐藤参院議員：イラク駐留時に「駆け付け警護」するつもりだった　弁護士らが質問状
　元陸上自衛隊イラク先遣隊長の佐藤正久参院議員が、派遣先のイラクで他国軍隊が攻撃を受けた場合、駆け付けて援護する「駆け付け警護」を行う考えだったことを表明したことに対し、弁護士ら約１５０人（呼びかけ人代表・中山武敏弁護士）が１６日、「違憲」と公開質問状を送った。
　佐藤氏は１０日に放映されたＴＢＳのニュース番組で、当時イラクで指揮官として「駆け付け警護」を行うつもりだったことを明言し、「日本の法律で裁かれるのであれば喜んで裁かれてやろうと」と発言した。「駆け付け警護」は、正当防衛を超えるとして憲法解釈で認められていない。
　質問状は「違憲、違法なもので、シビリアンコントロールに反する」として、７項目について今月中の回答を求め、安倍晋三首相にも佐藤氏に辞職勧告するよう要望書を送った。佐藤氏の事務所は「現場に行って法的不備があると感じての発言。質問状は届いていないが精査する」と話した。【長野宏美】

TBS NEWS23　2007.8.22

駆けつけ警護「自衛隊方針の可能性」

　イラクに派遣された自衛隊の指揮官を務めた佐藤正久参議院議員が、憲法違反の疑いがある「駆けつけ警護」を、事実上「行うつもりだった」と述べたことに対し、弁護士らのグループが、「個人としての発言ではなく、自衛隊全体の方針である可能性がある」と指摘しました。
　佐藤氏は、「自分が巻き込まれない限りは、正当防衛、緊急避難の状況は作れない」と述べて、味方の他国の軍隊が攻撃された場合、情報収集を行うという名目で駆けつけ、戦闘に巻き込まれる形を作って応戦する考えだったことを明らかにしました。
　これについて「憲法９条をないがしろにする」と批判している弁護士グループらは、情報公開で得た資料を基に、「佐藤氏の発言は自衛隊全体の方針ではないか」と指摘しました。
　この資料には、「武器を使うことについての積極的な意思がなければ、武器を持って救助に駆けつけることは構わない」という記述がある一方で、他国の部隊が襲撃された場合は、他国の武力行使と一体化するため、救援できないと明記されています。（22日23:56） 
北海道新聞　2007.8.23 （08/23 08:45）

元「ひげ」隊長　佐藤議員の発言波紋　「駆け付け応戦容認」文民統制無視と批判　元陸上自衛隊イラク先遣隊長の佐藤正久参院議員が、派遣当時、自衛隊を警護していたオランダ軍が攻撃を受ければ、駆け付け、あえて巻き込まれて警 護を行う考えだったことを明らかにしたことに対し、弁護士を中心とする市民らが二十二日、「シビリアンコントロール（文民統制）を無視するものだ」と批判 する記者会見を開いた。同氏らには公開質問状を送付した。 

　質問状の呼び掛け人は弁護士のほか、立正大講師の桂敬一さん、ジャーナリストの斎藤貴男さんら約百五十人。 

　発言は、集団的自衛権を研究する政府の有識者会議「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」が、活動を共にする他国軍が攻撃された場 合に駆け付け応戦する「駆け付け警護」を容認する方向で一致した、とするテレビ報道の中でのコメント。「駆け付け警護」は、憲法で禁じた海外での武力行使 につながるとして認められていない。 

　質問状では、意図的に巻き込まれる行為は「正当防衛・緊急避難の要件を満たさず、自衛隊法に違反するばかりか、憲法九条をないがしろに し、シビリアンコントロールをも無視する許し難い行為」と批判。佐藤氏と、派遣を決めた小泉純一郎前首相に回答を求め、安倍首相には議員辞職を勧告するよう求める要望書を提出した。 

　この日の会見で弁護士らは「現場の軍隊が勝手にやったことを追認し、日中戦争の発端となった『柳条湖事件』を思い起こさせる」と指摘した。 

　佐藤氏の事務所は「本人だけの話ではなくなっており、対応を協議中」とコメント。防衛省のある制服組は「あまりに軽率な発言」と顔をしかめる。 

　軍縮問題に取り組むＮＰＯ法人「ピースデポ」の梅林宏道代表は「自衛隊がシビリアンコントロールを破る危険な状態に置かれていることが明 らかになった」と指摘し、「佐藤氏や周辺の調査を行い、きちんと処分しないと、政府はシビリアンコントロールができないことを証明することになる」と警鐘 を鳴らす。 

◇

　佐藤正久参院議員の発言要旨　「（オランダ軍が攻撃を受ければ）情報収集の名目で現場に駆け付け、あえて巻き込まれる。巻き込まれない限りは（武 器使用が可能な）正当防衛、緊急避難の状況はつくり出せない。普通に考えて手を差し伸べるべきだという時は行ったと思う。日本の法律で裁かれるのであれば 喜んで裁かれてやろうと」 
東京新聞　こちら特報部　2007.8.23

ヒゲの元隊長「駆けつけ警備」

　自衛隊イラク先遣隊長だった佐藤正久参院議員の「駆けつけ警備」肯定発言を批判する弁護士有志たちは二十二日、「佐藤氏は発言を個人の思いと語ったが、そうではなく内容は自衛隊の組織的な方針だった」と再び批判。その根拠とされる内部資料を入手したとして公開した。

実は陸自方針を代弁？

内部資料が判明

　資料は「武器使用権限の要点」と題されたA4判、九十ページほどの冊子。民間団体「軍事問題研究会」（東京）が陸上自衛隊の研修会風景を写したビデオの中で教材として使用されていることを見つけ、情報公開請求。今月十一日に公開された。

　資料の日付は二〇〇三年十一月十二日現在とされ、佐藤氏が陸上幕僚監部教育訓練部訓練班長だった時期。イラク先遣隊長の内示を受けた直後に当たる。

　資料には、ゲームにも似たイラストが多く使われている。「（イラク）特措法の武器使岡」という項目の「離れたところにいる者の救助」というページには「救助のための武器使用＝積極的な武器使用」という注釈があり、「×」印。「しかし、当然、救助しなければならない」と続き、別ページの見出しは「要件を満たせば武器使用が可能」。

　そこには「武器を使うことについての積極的な意思がなければ、武器を持って救助に駆けつけることは構わない」「危険に陥った場合には、武器を使用できる」という記述があり、他のページには「戦闘状況に巻き込まれた場合」「正当防衛の範囲で武器を使用できる」と記されている。

　自衛隊と活動する他国軍が攻撃された場合に自衛隊が駆けつけ応戦する「駆けつけ警備」は集団的自衛権の行使とみなされ、現在まで違憲とされている。だが、佐藤氏は今月、民放の報道番組でイラクでの活動中「（自衛隊を警護していたオランダ軍が攻撃を受ければ）情報収集の名目で現場に駆けつけ、あえて巻き込まれる」意思があったと発言。弁護士らが「発言内容は達意で、シビリアンコントロール（文民統制）を無視している」と批判し、公開質問状を送りつけた。

「個人の思い」のはずが…

　佐藤氏は十六日「こちら特報部」の取材に「発言はあくまで（隊長当時の）過去の思い」と話していた。だが、今回の内部資料公開を受け、中山武敏弁護士は「資料に善かれている内容は佐藤氏の発言と同じ。つまり（駆けつけ警備の肯定は）個人の思いではなく、陸上自衛隊全体の方針だった」と指摘。他の弁護士たちも「佐藤氏自らがこの資料作成に携わった可能性もある」として、さらに事実解明を図る構えだ。

　資料には「危害射撃の可否判断の具体例」も四十ページ以上にわたって紹介されているが、すべて黒塗りされていた。弁護士らは、参院で多数派となった野党に働きかけ、国政調査権の駆使によって黒塗り部分も公開させたいとしている。
北海道新聞　社説　2007.8.25
駆けつけ警護＊制服現場の危険な発想
　元陸上自衛隊イラク先遣隊長の佐藤正久参院議員が派遣当時、憲法解釈で禁じられている「駆けつけ警護」を行うつもりだったことを明らかにした。 

　「（陸自の警護に当たっていたオランダ軍が攻撃されれば）情報収集の名目で現場に駆けつけ、あえて巻き込まれる。巻き込まれない限りは（武器使用が可能な）正当防衛、緊急避難の状況はつくり出せない」 

　佐藤氏は民放の報道番組でそう述べた。りつぜんとする発言だ。 

　自衛隊は憲法によって海外での武力行使が禁じられている。政府は、海外で活動中の自衛隊が、攻撃を受けた他国軍のもとに赴いて応戦する駆けつけ警護は、武力行使につながるとして認めていない。 

　国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法やテロ対策特措法、イラク復興支援特措法でも、武器使用は「自己の管理下にある者」を守る正当防衛などの場合に限定している。 

　法を逸脱する駆けつけ警護を自衛官が現場で勝手に検討するなど、シビリアンコントロール（文民統制）の原則からいって決して許されないことだ。 

　佐藤氏に公開質問状を送った弁護士や学者らは、軍部の謀略によって鉄道が爆破され、日中戦争の発端となった柳条湖事件になぞらえて文民統制無視の姿勢を厳しく批判している。 

　これは杞憂（きゆう）ではあるまい。 

　佐藤氏は「普通に考えて手を差し伸べるべきだというときは行ったと思う。日本の法律で裁かれるのであれば喜んで裁かれてやろうと」とも述べた。 

　独り善がりの正義を掲げ、法の処断を恐れずにそれを実行しようと高ぶる姿には、二・二六事件などを引き起こした旧日本軍の青年将校を思わせる危うさがある。 

　佐藤氏は自衛隊を退職し、先の参院選で自民党から立候補して当選した。法を無視しても構わないというような考えを持っているのであれば、国会議員としての資質にも疑問が生じる。 

　集団的自衛権の行使について議論している政府の有識者会議では、駆けつけ警護を認めるべきだとする意見が大勢を占めている。 

　イラクで駆けつけ警護を行おうというのは、はたして佐藤氏個人の考えだったのか。政府や自衛隊の内部で了解があったのではないか。そんな疑念も膨らんでくる。 

　佐藤氏の発言は、自衛隊の派遣先は非戦闘地域だというイラク特措法の前提をも揺るがしかねない。 

　次の臨時国会ではテロ特措法の延長問題が大きな争点になる。 

　現場の自衛官は何を考えているのか、佐藤氏のような考えがいまも現場にあるのか。この際、徹底的に追及しなければならない。文民統制を機能させるとはそういうことだ。
東京新聞【コラム】筆洗　2007年8月26日

　相手の言葉を額面通りに受け取れないことがある。小池百合子防衛相の発言もそう。内閣改造を機に、イージス艦の情報流出事件の責任を取って退任し、「一兵卒」として安倍政権を支えていきたいという▼昨日まではインドとパキスタンを訪問し、政府要人らとテロ対策をめぐり会談している。続投するつもりがなくては組めなかった日程に見える。誰もが、在任四年を超えた大物事務次官の交代をめぐる混乱が原因では、と思うだろう▼続投しても省内をまとめられない。こんな声が自民党内から上がっており、首相も交代を考えているとの観測が最近流れたらしい。それなら自分から辞めた方が「次につながる」と、小池さんは判断した。こんな解説もある▼真偽は定かでないが、政治家という文民の大臣が自衛隊員である次官と対立した後、ほぼ同時に退任する結果になったことは確か。これで自衛隊発足以来の大原則である「文民統制」が利くのか不安になる▼陸上自衛隊がイラクに派遣されていたとき、活動をともにしていたオランダ軍が攻撃されたらどうしていたか。防衛相が応戦せよと指示するはずがない。でも現場の隊長だった自民党の佐藤正久参院議員は「情報収集の名目で現場に駆けつけ、あえて巻き込まれる」意思があったと発言している▼海外派遣の実績を積み重ね、省への昇格も果たした今、自衛隊は自信を深めているのかもしれない。それが過信となっていつか暴走しないよう、文民統制の在り方を国会で徹底的に議論してほしい。材料はそろっている。
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